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関西学院大学教授 稲沢克祐 

 

１ 政策と評価の体系 

  

（1）政策の体系 

１）四層構造による場合 

図表―１ 四層構造の政策のピラミッド 

政         策 政  策 

目  標  達  成  の  手  段 施    策 

同     手段達成のための下位手段 基  本  事  業 

同手段達成のための下位手段の下位手段 事  務  事  業 

 

 

図表－２ 政策の連鎖体系 

政策―施策―基 本 施 策―事務事業 

政策の目的と手段 

       ↑ 

   施策の目的 と 手段 

            ↑ 

      基本事業の目的 と 手段 

                 ↑ 

            事務事業の目的 と 手段 

 

〔政    策〕－ 〔施    策〕    － 〔基本事業〕   －〔事務事業〕 

産業を振興させる－ 商店街を活性化させる － 経営基盤を安定させる－法人化の促進 

                                －運営指導 

 

                      － 集客力を向上させる －共同施設設置 

                                  －共同事業開催 

                                  －情報化支援 

－研修の充実 

(出典)松戸市政策目的体系図から作成 
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2 2008 年度から何を進めてきたか－行政評価と予算編成・決算との連動 

（1）事務事業評価の予算編成への活用 

  予算要求と査定に、評価情報を活用する。 

  →「成果志向」の予算編成への転換 

① 予算事業と評価事業の一致 

  予算細事業（→事務事業）による分解と意図による再構築を行う。 

 

② 事務事業の簡便評価と基本事業の評価の 2 段階評価による予算査定 

 

③ 基本事業評価シートを決算の「主要な施策の成果報告書」とすることで、決算に反映 

 

④ 実施計画事業については、精細評価を実施。 

 

図表-3 

 予算事業の予算細事業への分解 

女性施策推進費 1101 1 女性月間事業 市民 講演会等を開催して
講演会等に参加して
もらう

一般 02 01 08

2
女性月間企画実行事
業

女性団体のリーダー
等

会議や講演会等を開
催して

事業へ参画・実行して
もらう

一般 02 01 08

3 情報誌発行事業 一般 02 01 08

4
男女平等推進会議事
業

一般 02 01 08

5
市女性行政推進会議
事業

市女性行政推進委員 会議を開催して 一般 02 01 08

6
男女共同参画推進研
修派遣事業

一般応募市民
全国交流の機会を提
供して

男女共同参画について研
修してもらう 一般 02 01 08

7
男女共同参画推進研
修事業

参加職員
全国交流研修に参加
させて

男女共同参画について研
修してもらう 一般 02 01 08

8 参加職員
全国会議に参加させ
て

男女共同参画の企画立案
等を学習してもらう 一般 02 01 08

9 参加を希望する市民
県主催事業にバスで
送迎する

男女共同参画フォーラム
に参加できるようにする 一般 02 01 08

10 町内会・ＰＴＡ等役員
アンケートを配布・回
収して

男女共同 一般 02 01 08

11 参加を希望する市民 新年会を開催して 新年会に 一般 02 01 08

12 女性団体庶務事業
データバンク登録団
体

県等からの文書を配
布して

男女共同参画事業等
を知ってもらう

一般 02 01 08

その他経費 109 13 婦人相談員設置事業
悩みを持っている女
性

悩みを聴いて
情報を得て不安を取り
除いてもらう

一般 02 01 08

14

15

予算額計 1210

会計名

科目コード

目項款
予算事業 予算額 細事業（分解） 誰（何）が細事業の

対象ですか

細事業の概要

どのような手段
を使って

対象をどうしたい
ですか

１.予算書の「説明」
に掲載されている事
業名を記入します。

２.左欄の事業
名に係る予算
額を記入しま
す。

４.対象にどのような手
段によって働きかけて
いるのかを記入しま
す。

５.左欄の手段に
よって、対象をど
うしたいのかを記
入します。

７.当該予算の会計名
を記入します。

８.当該予算の科
目コードを記入し
ます。

６.予算事業を右欄の
対象、手段、対象を
どうしたいかにより
分解し、細事業とし
て設定します。

９.担当の予算額
合計と一致するか
確認します。

３.予算事業で誰（何）
を対象に働きかけを行っ
ているのかを記入しま
す。
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図表-4 予算細事業と評価対象事務事業との関係 

男女共同参画に関する
アンケート報告書作成
事業

町内会・ＰＴＡ等役
員等

アンケート報告書を
配布して

男女共同参画社会を
知って気付いてもらう

情報誌発行事業 市民
男女共同参画情報誌
を配布して

男女共同参画に関する
情報を知ってもらう

庁内広報発行業務 市職員 庁内広報を配布して
男女共同参画に関する
情報を知ってもらう

日本女性会議参加事
業

参加職員
全国会議に参加させ
て

男女共同事業の企画立
案等を学習してもらう

男女共同参画推進研
修事業

参加職員
全国交流研修に参加
させて

男女共同参画について
研修してもらう

男女共同参画ガイド
発行事業

市議会議員・市職
員・女性団体・市民

ガイドを発行して
市の男女共同参画社会
の現状を知ってもらう

男女共同参画フォー
ラム参加事業

参加を希望する市民
道主催事業にバスで
送迎する

男女共同参画フォーラ
ムに参加できるように
する

出前講座講師事業 講座出席市民 講座を開催して
男女共同参画について
学習してもらう

男女共同参画推進講
座事業

講座出席市民
講座やワークショッ
プを開催して

男女共同参画について
学習してもらう

女性月間事業 参加市民
講演会やワーク
ショップ等を開催し
て

講演会やワークショッ
プ等に参加してもらう

女性月間企画実行事
業

女性団体のリーダー
等

会議や講演会等を開
催して

事業へ参画・実行して
もらう

新年のつどい事業 参加を希望する市民 新年会を開催して
新年会に参加してもら
う

男女平等推進会議事
業

男女平等推進会議委
員

会議を開催して
女性プラン推進のため
研究協議してもらう

女性団体庶務事務
データバンク登録団
体

道等からの文書を配
布して

男女共同参画事業等を
知ってもらう

市女性行政推進委員
会事業

市女性行政推進委員 会議を開催して
男女共同参画推進に係
る行政施策について話
し合ってもらう

職員講座講師事業 講座出席職員 講座を開催して
男女共同参画について
学習してもらう

女性相談事業 婦人相談員設置事業 女性相談者
悩みについて相談に
対応する

情報を得て不安を取り
除いてもらう

事務事業名 細事業名

細事業の概要

誰（何）が細事業の
対象ですか

男女共同参画促進事
業

男女共同参画推進事
業

どのような手段
を使って

対象をどうしたい
ですか

男女共同参画啓発事
業
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3 基本事業評価と事務事業評価のポイント 

（１）事務事業評価 

  事務事業評価の評価 

  【目的】 

事務事業について、公的関与の必要性、手段の妥当性、効率性、有効性の観点か

ら課題を見つけ出し、改善案を検討する。 

（２）基本事業評価 

  【目的】 

1. 総合振興計画の進捗管理 

2. 基本事業評価項目による課題の発見 

3. 構成事務事業の重点化（相対化）、取り組みの方向性 

※ここで、事務事業の相対化がおこなわれる。 

① 拡大基調（有効性改革） 

② 生産性向上 

③ 効率性向上 

④ 協働化 

⑤ 現状維持、⑥縮小、⑦廃止 

 

（３）事務事業評価 

  【目的】 

 基本事業評価を受けて、事務事業評価を、もう一度精査。 

 特に、 

1. 相対的緊急性から見た 「公的関与の妥当性」 

2. 事務事業の重点化から見た 「有効性」 

3. 事務事業の重点化から見た 「成果の方向性とコスト投入の方向性」 

 

※ ここで、事務事業の相対化がおこなわれる。 
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4 行政経営システムの考え方 

（1）計画と評価、評価指標  

図表５ 計画スパンと評価等との関係 
区   分 ＰＬＡＮ【計画】 ＤＯ【執行】 ＳＥＥ【評価】 

中長期(３～５年) 実施計画 
中期財政計画 

→→ 執 行 →→ 
→→ 執 行 →→ 

基本事業評価 
財政指標達成度評価 

短期(１年) 年度計画 
歳入歳出予算  

→→ 執 行 →→ 
→→ 執 行 →→ 

事務事業評価 
決算 

 
（2）評価指標と行政評価 

・ 効果の発現にかかる時間と評価との関係 

 

図表６ 評価指標と行政評価との関係 

評価指標 評価指標の例 適する評価 

上位アウトカム 喫煙が原因の疾病発症率 政策・施策レベルの評価 

下位アウトカム 禁煙講習会修了者中の禁煙

者数 

禁煙講習会修了者数 

基本事業評価 

 

事務事業評価 

アウトプット 

インプット 

禁煙講習会開催数 

禁煙講習会開催経費 

事務事業評価 

事務事業評価 

 

（3）実施計画事業と中期財政計画 

１）中期財政計画とは 

 

 財政数値 目標値の設定 

 目標値からのかい離を修正する仕組み→実施計画・行革計画との連動 

 

図表 7 財政見通しから財政計画への転換 

歳入・歳出の推計 →→→→→→→→→→→→ 戦略的財政計画 

（現状＋トレンド）     ↑ 

          実施計画・行革計画 
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（4）行政経営システム：総合計画・財政計画・行財政改革計画の連動 

１）財政計画を連結環とする三計画の連動と実施計画 

図表 8 総合計画・財政計画・行財政改革計画の連動の姿 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度

Ａ歳入見通し 

Ｂ歳出見通し 

義務的経費 

裁量的経費 

うち実施計画事業費 

Ｃ＝Ａ‐Ｂ 収支 

 

 

  

・・ 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

Ｄ財政対策 

行革計画値 

基金繰入金 

枠配分財源カット 

     

 

 

0 0

Ｅ＝Ｃ+Ｄ 収支再掲  ・・ 0 0 0 0 0

 

２）総合計画と行財政改革計画との連動 

○ ９つの基本目的 

○ 戦略会議による戦略方針と政策意思決定 

 

 図表９ 総合計画と行財政改革計画との連動 

基本目的１ 市民が快適に暮らせるまちとなる 

   基本目的の指標は、最終アウトカム指標 

   主要施策の指標は、アウトプット指標中心、中間アウトカム指標 

目的 指標 主要施策 行革項目 担当部

局 

市民に親しまれる公園、 

緑地整備を図る 

供用開始面積 南部丘陵公園の整備 

街区公園の整備、ﾘﾆｭｰｱﾙ

公園、河川 

等の維持 

管理方法 

の見直し 

公園 

・ 

河川課 
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３）行政評価と各計画との関係 

 

① 実施計画と行政評価 

 行政評価による「実施計画レビュー」のヒアリング・査定 

 総合振興計画の進捗管理 

→ 進捗管理とは何を意味しているのか 

  → 総合振興計画の指標値と目的値 

  → 目標未達成の場合の手段の改革 

 

② 財政計画と行政評価 

 財政計画と各年度予算との連動 

 各予算編成と基本事業評価との連動 

 

③ 行財政改革計画と行政評価 

→ 改善改革調書に書かれた内容が、行財政改革の視点 

→ 行政評価の改善改革と行財政改革計画との各項目は一致しているか。 

 


